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１ 災害廃棄物発生量等推計方法 

１－１．災害廃棄物発生量、要処理量 

 災害廃棄物発生量 

 災害廃棄物発生量は、鳥取県地震被害想定結果に基づき、次の推計式及び原単位を

用いて推計した。 

この推計方法は、建物の全壊・焼失による躯体系の災害廃棄物、津波により陸上に

運ばれて堆積した土砂・汚泥状物等の津波堆積物の発生量を算出するものである。 

 

災害廃棄物発生量の推計式 

推計式  Q1=s×q1×N1 

Q1：災害廃棄物発生量（t）   

s ：1 棟当たりの平均延床面積（平均延床面積）（㎡/棟） 

q1：単位延床面積当たりの災害廃棄物発生量（原単位）（t/㎡） 

N1：解体建築物の棟数（解体棟数＝全壊棟数）（棟）  

出典：鳥取県災害廃棄物処理計画【資料編】 

 

単位延床面積当たりの災害廃棄物発生量 

木造（Ｗ造） 
鉄筋コンクリート造（ＲＣ

造） 
鉄骨造（Ｓ造） 

可燃(t/m2) 不燃(t/m2) 可燃(t/m2) 不燃(t/m2) 可燃(t/m2) 不燃(t/m2) 

0.194 0.502 0.120 0.987 0.082 0.630 

出典：鳥取県災害廃棄物処理計画【資料編】 

 

津波堆積物発生量の推計式 

推計式  Q2=ｈ×Ａ×N2 

Q2：津波堆積物の重量（t）   

ｈ ：津波体積高（2.5cm～4.0cm） 

Ａ ：津波浸水面積（k ㎡） 

N2 ：体積重量換算係数（1.10t ㎥、1.46t/㎥） 

※津波堆積物発生量が最大となるｈ＝4.0cm、体積重量換算係数 1.46t/㎥を採用 

出典：鳥取県災害廃棄物処理計画【資料編】 

 

地震被害想定に基づき算出した建物由来の可燃物及び不燃物量に、次の表の割合を

掛け合わせることにより、被災現場での組成別災害廃棄物量を算出した。（この割合

は、阪神・淡路大震災の事例等（廃棄物学会誌等）から得られている建築物構造別の

書いた解体時及び倒壊・焼失時のものである。） 
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建物構造別の組成割合 

構造 分類 木くず コンクリートがら 金属くず その他(残材) 

Ｗ造 
可燃物 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

不燃物 0.0% 43.9% 3.1% 53.0% 

ＲＣ造 
可燃物 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

不燃物 0.0% 95.9% 3.9% 0.1% 

Ｓ造 
可燃物 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

不燃物 0.0% 93.9% 5.8% 0.3% 

出典：鳥取県災害廃棄物処理計画【資料編】 

 

 災害廃棄物要処理量 

災害廃棄物要処理量は、前項の災害廃棄物発生量に、次の表の選別率を掛け合わせ

ることにより算出した。 

選別率は、東日本大震災における岩手県での処理実績をもとに設定したものであり、

津波により土砂や塩分を含んだ災害廃棄物であったことから、推計値は目安とするこ

とに留意する必要がある。 

 

災害廃棄物の選別率 

 
選別後 

柱材・角材 コンクリート 可燃物 金属くず 不燃物 土砂系 合計 

選

別

前 

木くず 15% 0% 55% 0% 30% 0% 100% 

コンクリートがら 0% 80% 0% 0% 20% 0% 100% 

金属くす 0% 0% 0% 95% 5% 0% 100% 

その他(残

材) 
0% 0% 0% 0% 85% 15% 100% 

津波堆積物 0% 0% 0% 0% 20% 80% 100% 

出典：鳥取県災害廃棄物処理計画【資料編】 

 

１－２．片づけごみ発生量 

片づけごみ発生量は、平成２８年１０月に発生した鳥取県中部地震における災害廃棄

物処理実績に基づき、発生原単位０．２０ｔ／棟を一部損壊棟数に掛け合わせることによ

り推計した。また、種類別発生量は次の表の割合を掛け合わせることにより算出した。  

 

片づけごみの種類別割合 

瓦 
ｺﾝｸﾘｰﾄ

がら 

石膏ﾎﾞｰ

ﾄﾞ混合

物 

可燃性 

粗大ご

み 

可燃ご

み 
木くず 

不燃性 

粗大ご

み 

不燃ご

み 
その他 合計 

35% 23% 16% 3% 2% 11% 2% 6% 3% 100% 

出典：鳥取県災害廃棄物処理計画【資料編】 
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１－３．水害による災害廃棄物発生量 

水害による災害廃棄物発生量は、水害廃棄物対策指針を参考に、浸水想定区域図から建

物被害（床上浸水及び床下浸水）世帯数を整理し、次の式を用いて推計した。  

 

水害による災害廃棄物発生量の推計式  

推計式  Q3=3.79×N3＋0.08×N4 

N3 ：床上浸水世帯数（t/世帯）・・・浸水深 0.5m 以上 

N4 ：床下浸水世帯数（t/世帯）・・・浸水深 0～0.5m 

出典：鳥取県災害廃棄物処理計画【資料編】 

 

災害廃棄物の種類別発生量は、過去の水害の事例をもとに次の表の割合を掛け合わせる

ことにより算出した。  

ただし、水害では土砂や流木の有無など、事例によって種類別割合が大きく異なること

から、推計値は目安とすることに留意する必要がある。  

 

水害による災害廃棄物の種類別割合  

可燃物 不燃物 資源化物 資源化物（家電） 合計 

54% 38% 7% 2% 100% 

出典：鳥取県災害廃棄物処理計画【資料編】 

 

１－４．し尿発生量及び仮設トイレ必要基数 

し尿発生量及び仮設トイレ必要基数は、災害廃棄物対策指針に基づき、次の式を用いて

推計した。 

仮設トイレ必要人数は、鳥取県被害想定の避難所避難者数とした（被災 1 日後、1 週間

後、1 ヶ月後のうち、鹿野・吉岡断層において最も多い被災 1 週間後を採用）。  

 

仮設トイレ必要基数の推計式  

仮設トイレ必要設置数＝仮設トイレ必要人数／仮設トイレ設置目安 

仮設トイレ設置目安＝仮設トイレの容量／し尿の１人１日平均排出量／収集計画 

        仮設トイレの平均的容量 ：400Ｌ 

し尿の 1 人 1 日平均排出量 ：1.7Ｌ／人・日 

収集計画  ：3 日に 1 回の収集 

出典：鳥取県災害廃棄物処理計画【資料編】 
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１－５．避難所ごみ発生量 

避難所ごみ発生量は、災害廃棄物対策指針に基づき、次の式を用いて推計した。  

避難者数は、鳥取県被害想定の避難所避難者数とした（被災 1 日後、1 週間後、1 ヶ月

後のうち、鹿野・吉岡断層において最も多い被災 1 週間後を採用）。  

 

避難所ごみ発生量の推計式  

避難所ごみ発生量＝避難者数（人）×発生原単位（g/人・日） 

発生原単位：収集実績に基づき設定 

595g/人・日（鳥取県の平成 27 年度実績） 

出典：鳥取県災害廃棄物処理計画【資料編】 
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２ 仮置場の必要面積の推計 

 地震による災害廃棄物及び片づけごみの一次仮置場 

地震による災害廃棄物及び片づけごみの一次仮置場必要面積は、災害廃棄物対策指

針を参考に、次の式を用いて推計した。 

この推計方法は、発生量の３分の２を仮置きするのに必要な面積と、粗選別等の作

業スペースを見込んだものであるが、被災現場からの分別排出等により面積の縮小を

図ることが可能と想定される。 

 

地震による災害廃棄物の一次仮置場必要面積の推計式 

仮置場必要面積＝仮置量／見かけ比重／積み上げ高さ×（１＋作業スペース割合） 

仮置量＝がれき発生量×2／3 

＜災害廃棄物に関する条件＞ 

見かけ比重 ：可燃物 0.4t/m3 、不燃物

1.1t/m3 

積み上げ高さ：5m 

作業スペース割合：100% 

＜片づけごみに関する条件＞ 

見かけ比重：1t/m3 

積み上げ高さ：3m 

作業スペース割合：100% 

※市町村ごとに、災害廃棄物の仮置場必要面積と片づけごみの仮置場必要面積の和を算出し

た。 

※市町村ごとに、災害廃棄物及び片づけごみ発生量の和が 100 トン以上の場合、仮置場面積

を 2,000m2以上確保するものとした。 

出典：鳥取県災害廃棄物処理計画【資料編】 

 

 水害による災害廃棄物の一次仮置場 

水害による災害廃棄物の一次仮置場必要面積は、災害廃棄物対策指針を参考に、次

の式を用いて推計した。 

水害では、主に片付けごみが排出されることが想定されるため、地震による片づけ

ごみの一次仮置場必要面積の推計と同じ条件とした。 

 

水害による災害廃棄物の一次仮置場必要面積の推計式 

仮置場必要面積＝仮置量／見かけ比重／積み上げ高さ×（１＋作業スペース割合） 

仮置量＝がれき発生量×2／3 

見かけ比重：1t/m3 

積み上げ高さ：3m 

作業スペース割合：100% 

※市町村ごとに、水害による災害廃棄物が 100 トン以上発生する場合、仮置場面積を

2,000m2以上確保するものとした 

出典：鳥取県災害廃棄物処理計画【資料編】 
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３ 収集運搬 

 災害廃棄物の収集運搬車両の必要台数は、運搬対象となる廃棄物の量の他に、現場

から運搬先（仮置場等）への距離とそれによる往復運搬の可否・回数、運搬ルートの道

路事情等による使用可能車両の制約など、様々な要因を検討し、保有車両の台数や経

済性を考慮した上で、支援要請や委託を含めた検討を行う必要がある。収集運搬車両

の必要台数の算定方法（例）を下表に整理する。 

 

収集運搬車両の必要台数の算定方法（例） 

災害廃棄物を撤去（必要に応じて解体）現場から仮置場へ搬入する際のダンプトラッ

ク等の収集運搬車両の必要台数の算定方法を示す。本資料は、災害時において災害廃棄

物処理にどの程度の収集車両が必要となるか、平時又は災害時に規模感を把握して車両

の確保先を検討したり、発災後に必要台数を算定する必要がある際に参考として活用す

ることを想定して示すものである。  

 

＜撤去（必要に応じて解体）現場から仮置場へ搬入する場合＞ 

①想定する収集運搬車両の規模（例えば、10ｔダンプトラックなど）を設定し、収集運 

搬車両への積載可能量（ｍ3/台）を設定する。  

②撤去（必要に応じて解体）期間（日）を設定する。  

③撤去（必要に応じて解体）現場からの災害廃棄物の種類別の発生量または処理対象量

（ｍ3）を設定する。  

④①～③から収集運搬車両の必要台数を推計する。 

 

【算定式】  

収集運搬車両の延べ必要台数（台/日）＝発生量（ｍ3） 

÷1 台あたりの積載可能量（ｍ3/台）  

÷撤去・解体期間（日）  

※発生量：災害廃棄物の種類毎に体積を算出する。  

 

運搬車両の必要台数は、災害廃棄物のみかけ比重に大きく依存するので、災害廃棄物

の種類ごとに実際的なみかけ比重を設定することが重要である。廃棄物の収集現場と仮

置場間を１日に往復する場合は往復回数で除することにより、１日当たりの実台数を算

出することが可能である。なお、運搬車両の実数は、上記の災害廃棄物のみかけ比重に

加えて、一次仮置場及び二次仮置場の場所（輸送距離）、運搬車両の走行速度（災害後の

道路損傷や交通量増により走行速度が小さくなるおそれあり）に大きく依存するので、

災害廃棄物の種類ごとに実際的な数値を設定することが重要である。 

出典：災害廃棄物対策指針（技術資料【技 17-2】 平成 31 年４月） 
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４ 広報資料の雛型 
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別途指定する仮置場の地図を挿入 
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